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１ 地域の概要 

高崎市は群馬県西南部に位置し、古くから交通の要衝、商都として栄えてきた県内で最も

人口の多い都市である。標高 60ｍの平坦地から 800ｍの山間地にかけて農地が分布し、平坦

地は米麦の二毛作が盛んに行われ、榛名山南麓を中心とした丘陵地ではナシやウメ等、果樹

の大産地が形成されている。耕地面積 5,278ha、総農家数 5,572 戸で、一戸あたり耕地面積は

1.2ha と群馬県の平均(2.1ha)より小さい（2020 年農林業センサス）。 

高崎市における花き生産の歴史は古く、昭和初期からサイネリアなどの花鉢生産が始まり、

昭和 30～50 年代にかけては輪ギクの産地が形成された。現在は、平坦地域を中心に鉢花・花

壇苗の生産が盛んに行われている。 

 

 

図１ 高崎市の位置              写真１ 東農場の外観 

 

２ 経営の概要 

佐藤氏は、高崎市で葉物野菜を生産する農家の長男として生まれた。ほ場は、JR 高崎駅か

ら近い場所に位置していたこともあり、昭和 50 年代にはほ場周辺の都市化が進み、農地の確

保が困難になっていた。そこで、限られた面積の中で効率良く、収益性の高い農業経営を目

指すため、大学卒業後は農業研修生として米

国コロラド州の花壇苗生産者のもと２年間研

修を受け、昭和 63 年に就農した。就農を機に

生産品目を野菜から花壇苗へと全面的に転換

した。現在、パンジーを中心とした花壇苗を年

間 65 万鉢生産している。 

栽培面では、「人に喜ばれる高品質な花苗づ

くり」をモットーに、鑑賞期間が長く、強く美

しい花壇苗を生産するため、オリジナル品種

の育成やきめ細かなかん水管理をはじめとす

る高品質生産技術を確立した。 

販売面においては｢生産者主導で販売価格の設定をしたい｣と就農当初から考え、園芸店と

の契約販売にいち早く取り組むとともに自社製品のファンの意見を汲みながらマーケティン

グを行うファンベースマーケティングによるブランド価値の向上に取り組み、年間農業所得

写真２ アメリカ研修時代（昭和 61 年） 
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5,500 万円を超える高い収益を実現した。 

 

表１ 経営耕地面積（令和５年） 

 田 畑 計 

所 有 地 0.7ha 0.3ha 1.0ha 

借 入 地 ０ha ０ha ０ha 

特定作業受託 ０ha ０ha ０ha 

合 計 0.7ha 0.3ha 1.0ha 

 

表２ 作物・部門別経営規模（令和４年） 

作目・部門 作付面積 生産量 

花壇苗 43ａ 650,000 鉢 

 

表３ 労働力（令和５年） 

 労働数 うち 50 歳未満 

家族または役員 ３人 １人 

常時雇用 15 人 ５人 

臨時雇用（年間延べ雇用数） ０人 ０人 

研修生 ０人 ０人 

 

表４ 収支実績（令和４年） 

項     目 金  額 

農業収入金額 12,406 万円 

うち農産物販売額 12,172 万円 

うち加工・販売その他関連事業の額 0 万円 

うち雑収入、補助金、奨励金等の金額 234 万円 

経営費 6,861 万円 

農業所得 5,544 万円 

 

 

 

３ 経営の特色・成果 

佐藤氏が育成したパンジーやビオラは、地元ホームセンターの小売価格と比較して 10 倍以

上の高単価で販売されている。高価格設定にも関わらず集客力とブランド力のある商品を生

み出せたのは、以下の取組によるものである。 

 

（１）長く楽しめる、強く美しい花苗づくり（高品質生産） 

消費者のもとで綺麗に咲き続ける花壇苗をつくるためには、かん水管理が重要だと考えた

佐藤氏は、15 年もの年月をかけて根量が多く、根鉢の上層から下層まで満遍なく根を張らせ
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ることのできるかん水技術を確立した。加えて、適切なタイミングでのスペーシング（鉢広

げ）による徒長伸長の抑制や計画的な生産、出荷管理による鑑賞適期での出荷、徹底したほ

場衛生管理による病害虫の発生抑制に努めた。 

その結果、佐藤氏が生産する花壇苗は全国トップレベルの品質を誇り、国内最大規模の品

評会である「関東東海花の展覧会」において、平成 10～16 年度にかけて７年連続で金賞を受

賞するなど、これまで数多くの品評会で上位入賞を果たしている。 

写真３ 高度なかん水技術はテレビで紹介された      写真４ 品評会で数多く入賞 

 

（２）販売ネットワークの構築による定価販売 

大手の園芸店や高品質生産に取り組む県内生産者と連携し、市場を介さず園芸店へ直接販

売する出荷団体「IGN グループ」を結成した。佐藤氏は、グループのチーフリーダーとして全

国約 200 店舗の園芸店へ配送するシステムを構築すると

ともに、生産した花壇苗を生産者主導の価格設定で全量を

注文販売した。 

また、この取組においては出荷にかかる経費を全て出荷

先園芸店が負担する方式を取っていることから、荷造運賃

手数料を大幅に抑えることができた。その結果、令和４年

度の所得率は 44.7％と、他の花壇苗経営では類を見ない

ほどの高い所得率水準を実現することができた（参考：群

馬県農業経営指標における花壇用苗物の所得率は

28.6％）。 

 

 

（３）世界に一つだけの花（オルジナル品種の育成） 

「定番商品だけでは、この先の発展はない。まだ世界に

ない、お客様に喜ばれる花を作りたい」と考え、独学でパンジーの育種に取り組んだ。試行

錯誤の末、平成 28 年にパンジーのオリジナル品種｢ドラキュラ｣を育成し、「ING グループ」の

販売網を通じて全国へ出荷した。 

この品種は、SNS や園芸雑誌等で取り上げられたことをきっかけに人気を博し、1鉢 1,000

写真５ 全国へ配送 
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円以上の小売価格にも関わらず、入荷当日には開店前から行列ができるなど、各園芸店の目

玉看板商品となっている。そのため、園芸店からの引き合いが強く、現在もなお需要に供給

が追いつかない状況が続いている。この取組が、収益の飛躍的な向上を果たした。 

その後も、他に類を見ない花色、花型の品種を続々と作出し、世界中のガーデナーたちを

魅了し続けている。現在、パンジーとビオラにおいては 100％オリジナル品種を作付けしてい

る。コロナ禍での生活様式が変化することに伴い花壇苗の需要が伸びる流れに乗って、佐藤

氏は毎年着実に売上を伸ばし、令和４年はついに売上高１億２千万円を突破した。また、荷

造運賃手数料をはじめとする販売コストを削減することで 5,500 万円を超える農業所得を確

保するまでに至った。 

 

【パンジーオリジナル品種】 

写真６ 「ドラキュラ」       写真７ 「ローブ・ドゥ・アントワネット」 

写真８ 「エッグタルト」         写真９ 「クレールドゥリュンヌ」 
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（４）ラベルデザインで品種の魅力度アップ 

オリジナル品種の魅力を更に高めるため、ネーミングやラベルデザインの制作を取引先の

園芸店に委託している。「ドラキュラ」や「ローブ・ドゥ・アントワネット」などに代表され

る花の雰囲気にあったネーミングは、豪華で贅沢感あふれる商品のイメージを更に引き立た

せ、高単価の販売へとつなげている。 

写真 10 サトウ園芸オリジナルラベル 

 

（５）ファンベースマーケティングによるブランド価値の向上 

佐藤氏は、既存顧客との交流を大切にしている。リピート購入する消費者を「ファン」に

位置づけ、パンジー・ビオラの開花期である毎年冬に「ファン」を招く「パンジー・ビオラ見

学会」を開催している。現在では、北は山形県から南は鹿児島県まで、全国各地から 150 名

以上が参加するイベントへと成長し、参加者の中には登録者数 10 万人以上のユーチューバー

やインスタグラムのフォロワー数５万人以上のインフルエンサーが存在し、SNS を通じて商

品の紹介や拡散を行う。こうした「ファン」の存在は、商品を低コストで PR する上での大き

な助けとなっている。 
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また、「ファン」の声を反映した品種育成に

取り組みたいと考え、見学会の中で試交品種の

人気投票を行うなど、「ファン」から率直な意

見を求めるよう努めている。「ファン」の声に

耳を傾けながらマーケティングを行い、「ファ

ン」とともに新商品を作り上げる販売戦略が、

次の人気品種の育成につながると考えている。 

 

 

 

 

 

 

４ 地域への関わり 

（１）生産組織の活性化 

佐藤氏は、就農した翌年の平成元年に群馬

県鉢物研究会に入会した。平成 22 年～23 年に

かけて同研究会の会長職を２年間務め、会員

の栽培技術向上や、販売強化、マーケティング

に関する研修会を精力的に実施した。 

特に、会として初めて実需者向け商談会を

企画・立案し、会員 50 名（会員の９割以上）

が参加した。自分の商品を持ち寄り、生産者自

らが販売小売価格を設定し、市場関係者や小

売店と販売交渉を行った。これまでは市場任

せの販売が当たり前だったが、この取組を通

じて多くの会員が新たな販路を開拓できた。生産組織の中で、生産者自らが生産情報を発信

するとともに生産者主導で販売価格を設定し、売り込もうとする気運を醸成することができ

た。 

 

（２）研修生の受入れと就農定着に向けた支援 

県内外から研修生を積極的に受入れ、これまでに 10 名の研修生が新規就農者として就農し

ている。就農後も技術が安定するまでは、研修生のほ場に自ら出向き、丁寧に栽培指導を行

った。また、「IGN グループ」への入会を希望する研修生を快く受入れ、販売面においても手

厚いサポートを行い、独立へと導いた。 

研修生たちは経営が軌道に乗り始めると、佐藤氏から吸収した高い技術力と販売ノウハウ

を基に、オリジナル品種の育成や園芸店への直接販売などに積極的に取り組み、花壇苗経営

を安定、発展させることができた。個性的な商品生産に取り組む彼らは、花壇苗生産者とし

て強い存在感を誇示し、花き産業の発展に寄与している。 

写真 11 「ファン」を招いた見学会 

写真 12 実需者向け商談会 



－ 68 －

 

 

 

（３）地域コニュニティーへの貢献 

佐藤氏は、地域農業を担うリーダーとして長年、群馬県農業経営士や高崎市農業委員を務

め、若手就農者の視察研修等も積極的に受け入れている。地域のイベントに積極的に参加す

るなど、農業以外の分野の交流にも力を入れている。 

また、毎年高崎市内の障がい者施設や病院等へ無償で花壇苗を提供し、人々の憩いの場づ

くりや景観の維持等に貢献している。 

写真 17・18 障がい者施設、病院への植栽材料の提供 

写真 13・14・15・16 群馬県内で活躍する研修生たち 
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５ 今後の方向 

（１）オリジナル品種の海外展開 

今後、種苗会社と連携してアメリカやヨーロッパ、中国等をターゲットにしたオリジナル

品種の販売を目指す。すでに、アメリカやヨーロッパの農場で委託生産を視野に入れた栽培

試験を開始しており、海外マーケットの開拓による更なる収益の確保を目指したい。 

 

（２）切り花用パンジーの育種 

国内外の切り花生産者と連携し、世界的にも例が少ない切り花用パンジーの品種育成を手

掛けたい。この取組により、ブライダル向けの需要や輸出による販路の開拓が期待できる。 

 

６．女性の活躍等 

（１）家族経営協定の締結 

休日制や給料制の導入により農業と生活の分離を図るとともに、経営方針や家族の役割分

担を明確にするため、昭和 61 年に家族経営協定を締結した。妻は、元銀行員である経歴を生

かし、経理担当の立場から積極的に経営に参画している。 

昨年、娘が就農したことを機に、後継者となる娘を含めた家族経営協定の見直しを考えて

いる。妻や娘がより一層、意欲とやりがいを持ち、主体的に経営に参画できる環境を整えた

い。 

 

（２）女性従業員の活躍と定着支援 

常勤の従業員を 15 人雇用し、内 11 人が女性で構成

されている。子育てや親の介護等と両立できるよう、

女性従業員の生活に配慮し、勤務時間は基本的に午前

中のみ、週休日を土日にするなど、ワークライフバラ

ンスに配慮した勤務形態を取り入れている。 

また、労働強度にも配慮している。土詰め作業を機

械化するなど軽労化を図るとともに、女性には出荷調

整や植え付けなど労働の負担が軽い作業を中心に依頼

するなど、誰もが長く勤められる職場環境に配慮して

いる。 

その他の取組としては、近年の温暖化により、夏場

のハウス内気温が40℃を超える日も珍しくなくなった

ことを受け、従業員に空調服を支給するなど、労働環

境の改善を図っている。従業員同士の円滑なコミュニ

ケーションを促すため、親睦パーティーを開催してい

る。 

その結果、常勤の従業員全員が 10 年以上勤続し、中には 30 年以上勤続している者もいる。

長期間の雇用によって、職場のリーダーが育ち、作業の段取り、準備は従業員自らが進んで

取り組むようになった。 

写真 19 ハウス内の様子 
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写真 20 土詰め機の導入による軽労化 写真 21 親睦パーティー 



－ 71 －

Ⅰ　農林水産大臣賞

Ⅰ 

農
林
水
産
大
臣
賞

販売革新部門

有限会社　Ｎ
の う だ

ＯＵＤＡ
（徳島県 上板町）



－ 72 －

１ 地域の概要 

上板町は、徳島県の北東部に位置してお

り、町の大部分が、吉野川の北岸に位置す

る。北部山麓地帯は中生層に属し、和泉砂

岩からなり、土質は酸性度が強く、南部の

平坦地帯は第四紀新層に属する砂質土壌で

比較的良質である。農業では、南部では水

稲をはじめ、ブロッコリーなどの野菜類が

栽培され、北部の中山間部では、柿などの

果樹類が栽培されている。また、藍染めの

原料となる藍や、高級和菓子に利用される

阿波和三盆糖の原料となるサトウキビの産

地でもある。 

 

２ 経営の概要 

豚を飼育・加工・販売する経営体であり、現在、年間出荷頭数は 1,440 頭となっている。

自社店舗「アグリガーデン」で食肉加工から販売までを行い、商品の 70％を消費者へ直接販

売することで、利益率を高める仕組みを構築している。平成 22 年から徳島県のブランドサツ

マイモである「なると金時」を豚に食べさせる取組を開始し、平成 25 年に自社ブランド「阿

波の金時豚」として商標登録している。メディアを活用した積極的な販売促進を行っている。 

  

表１ 経営規模（農場部門）（令和５年） 

年間出荷頭数 主な施設 生産量（豚肉） 

1,440 頭 

肥育豚舎１棟 340 ㎡ 

育成豚舎１棟 150 ㎡ 

繁殖豚舎１棟 250 ㎡ 

72ｔ／年 

 

 

表２ 経営概要（６次産業化部門） 

施設名 開業年 施設の概要 商品例 

アグリガーデン 平成 19 年 食肉の加工販売店 
豚の部位 10 品目 
豚汁・カレーライス 

 

 

 

 

 

図１ 上坂町の位置 
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表３ 労働力（令和５年） 

区 分 労働数 うち 45 歳未満 

家族または役員 ３人 ２人 

常時雇用 ３人 ２人 

臨時雇用（年間延べ雇用数） １人 １人 

研修生 ３人 ３人 

 

表４ 労働時間（１人あたり） 

平成 30 年経営改善計画書 令和５年経営改善計画書 

2,400 時間 2,000 時間 

 

３ 経営の特色・成果 

（１）経営転換の経緯と戦略 

先代の納田伸春氏は、平成 15 年に経営継承を行い、同社の先駆けとなる(有)トライファー

ム上板を設立したが、後継者が離農したため、経営廃止を考えていた。そうした中、伸春氏

の娘婿となった現在の経営者である明豊氏が、肉の美味しさに感動し、平成 18 年に経営継承

を行った。 

当時は、品質の良い商品を販売しても市況での価格が頭打ちとなっていた。そこで、平成

19 年に「アグリガーデン」をオープンし、消費者への直販を行うことで良品質な豚肉を自社

で定めた価格で販売することでの経営改善を図ったが、１週間に２頭分しか販売できない状

況だった。 

この状況を打開するため、自社独自のブランド豚の開発と食肉加工までできる販売店舗を

設けることで、利益率の向上を目指した。 

 

（２）ブランド化 

他県ブランド豚では、高値を付けても「美味しいけど高い」と評価され、需要が伸びにく

い状況となっていた。そこで、自社店舗での販売であれば市場を通さないため、比較的安価

に高品質な豚肉を消費者に提供することができることから、生産した豚肉のブランド化し自

社店舗での販売を図った。まず、県特産のブランドサツマイモである「なると金時」を与え

ると肉質が良くなることをから、「なると金時」を与えた豚をブランド化することを試みた。

「なると金時」を栽培する 10 戸の農家から規格外品を安価で入手できる体制を整え、子豚時

と出荷調整前に与える肥育方法を確立し、平成 25 年に「阿波の金時豚」として商標登録した。 

また、食肉加工技術を学び、自社店舗で食肉加工することで、育成した豚の品質を自社で

も確かめることができる体制を整え、品質改善に努めてきた。「良い商品と求めやすい値段」

を武器に、地元新聞への記事の掲載、地元テレビ放送への出演、首都圏での営業活動の実施

など PR 活動に努めた結果、その美味しさから口コミが広がり、徐々に固定客が増加した。現

在では１日に約４頭分の豚肉を売り上げ、月に約 100 頭分を販売している。さらに、お盆や

年末年始には１週間で最大 54 頭分を売り上げている。 
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写真１ 「阿波の金時豚」のパンフレット 

 

 毎年増頭を続けているが、アニマルウェルフェアの観点から、繁殖、育成、肥育の畜舎全

てで１頭当たり１㎡以上の広さを確保している。また、バイオベッド方式の豚舎にすること

で、豚独特の臭いを抑え、衛生的で過ごしやすい環境を整えている。 

先代経営者が、地鶏を平飼いして高付加価値を付け販売していた仕組みを豚に取り入れ、

ストレスを与えない広いスペースで飼育するとともに、通常 150 日で出荷する豚を 200 日ま

で飼育する方法を確立した。飼育日数を増やすことで経費はかかるが、赤身の旨さや脂の旨

さが増し、平成 12 年に徳島県豚共進会の枝肉品質を評価するコンテストで最高位の農林水産

大臣表彰を受賞した。 

  
写真２ アニマルウェルフェアに配慮した豚舎     写真３ 育成豚舎 
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Ⅰ　農林水産大臣賞

Ⅰ 

農
林
水
産
大
臣
賞

  

写真４ 飼料のサツマイモ「なると金時」  写真５ バイオベッドの製造 

 

（３）６次産業化 

a 販売店舗「アグリガーデン」 

 県内の食肉加工を行う販売店で食肉加工技術を学び、自社生産の豚肉を加工から販売まで

一貫して行うことで、経費削減や品質改良に繋がり、令和５年の売上げは、平成 18 年の８倍

にまで拡大した。 

オンラインショップを活用し、豚の部位 10 品目を販売している。規格は薄切り、焼き肉用、

ブロックなど、大きさや厚さを選択可能であり、様々な商品をそろえることで幅広い顧客ニ

ーズに対応している。自社で飼育・管理した新鮮な豚肉の販売体制が整っていることに加え、

自ら食肉加工を行うことで肉の状態を常に把握することができるため、冷凍でなく冷蔵で発

送することが可能となり、県内のみならず九州から北海道まで、一般消費者や料理人から引

き合いの強い商品となっている。 

  

写真６ 販売店舗「アグリガーデン」     写真７ ショーケース 

   

写真８ 食肉加工          写真９ オンラインショップ 


















































